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令和２年度一般会計で町民一人当たりに
使われたお金（歳出） 47万8,807円

町の貯金と借金（一般会計）

貯　金
（基金残高）令和２年度末

借　金
（町債残高）令和２年度末

47億3,716万円

160億6,605万円

令和２年度町民一人当たりに
換算した歳入

11万426円

37万4,509円

49万5,188円

民生費
61億7万円
29.7%

民生費
61億7万円
29.7%

教育費
25億356万円
12.2%

教育費
25億356万円
12.2%

教育費
25億356万円
12.2%

衛生費
14億6,564万円

7.1%

衛生費
14億6,564万円

7.1%

総務費
63億8,037万円

31.1%

総務費
63億8,037万円

31.1%

土木費
10億1,269万円

4.9%

農林水産業費
3億4,788万円 1.7%

その他
1,413万円 0.1%

商工費
2億5,076万円 1.2%
商工費
2億5,076万円 1.2%

公債費
13億8,672万円

6.7%

公債費
13億8,672万円

6.7%

公債費
13億8,672万円

6.7%

消防費
9億5,697万円
4.7%

町民一人当たり町民一人当たり

町民一人当たり町民一人当たり

総務費

令和２年度

民生費

公債費 土木費

教育費

消防費

衛生費

農林水産業費 商工費

議会費
1億2,160万円 0.6%

※歳入を令和３年３月31日現在の人口で割ったもの

※人口については、令和
３年３月31日現在の
人口（42,899人）で計
算しています。

議会費 その他

町税
75億2,328万円

35.4%

町税
75億2,328万円

35.4%

地方譲与税
1億3,009万円
0.6%

県支出金
14億3,435万円

6.8%

県支出金
14億3,435万円

6.8%

地方交付税
2億2,006万円 1.1%

地方消費税交付金
8億9,429万円
4.2%

国庫支出金
74億5,892万円

35.1%

町債
12億1,650万円

5.7%

町債
12億1,650万円

5.7%

その他（依存財源）
1億9,517万円 0.9%

その他（自主財源）
5,788万円
0.3%

繰越金
7億7,759万円

3.7%

繰越金
7億7,759万円

3.7%

繰越金
7億7,759万円

3.7%

繰入金
9億4,575万円

4.4%

繰入金
9億4,575万円

4.4%

繰入金
9億4,575万円

4.4%

使用料・手数料
1億6,218万円 0.7%

分担金・負担金
1億8,550万円 0.9%諸収入

4,153万円
0.2%

自主財源
96億9,371万円

45.6%

自主財源
96億9,371万円

45.6%

自主財源
96億9,371万円

45.6%依存財源
115億4,938万円

54.4%

依存財源
115億4,938万円

54.4%

依存財源
115億4,938万円

54.4%

３２，３２５円３２，３２５円３２，３２５円

２２，３０７円２２，３０７円２２，３０７円

１４８，７３０円１４８，７３０円１４８，７３０円 １４２，１９６円１４２，１９６円１４２，１９６円 ５８，３５９円５８，３５９円５８，３５９円

３４，１６５円３４，１６５円３４，１６５円 ２３，６０６円２３，６０６円

８，１０９円８，１０９円８，１０９円 ５，８４５円５，８４５円５，８４５円

３３０円３３０円３３０円２，８３５円２，８３５円２，８３５円

問
財
政
課　
財
政
係　
☎（
２
３
２
）２
１
３
０

令
和
２
年
度
の
一
般
会
計
に
つ
い
て
、
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た

だ
い
た
税
金
や
、
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
ど
の
よ
う
に
使

わ
れ
た
の
か
、
解
説
し
ま
す
。

※
各
項
目
の
金
額
な
ど
は
、
四
捨
五
入
に
よ
り
、
内
訳
の
計
と
合
計
が

一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

決算

その他（依存財源）の内訳
法人事業税交付金 7,351万円
地方特例交付金 5,720万円
配当割交付金 1,595万円
株式等譲渡所得割交付金 1,569万円
ゴルフ場利用税交付金 998万円
交通安全対策特別交付金 817万円
環境性能割交付金 750万円
利子割交付金 369万円
国有提供施設等所在市町村助成交付金 348万円

その他（自主財源）の内訳
寄附金 3,988万円
財産収入 1,800万円

その他の内訳
災害復旧費 1,115万円
労働費 298万円

町税の内訳
固定資産税 39億7,277万円
うち土地 8億4,645万円
うち家屋 16億825万円
うち償却資産 14億7,543万円
うち交付金 4,264万円

個人町民税 23億6,509万円
法人町民税 7億3,651万円
町たばこ税 3億1,400万円
軽自動車税 1億3,491万円

（ ）

212億4,309万円
（前年度比51億9,921万円増）

205億4,039万円
（前年度比52億7,410万円増）

歳
出

　
歳
出
は
、「
総
務
費
」
が
新
型
コ
ロ
ナ
緊
急
経

済
対
策
に
伴
う
特
別
定
額
給
付
金
事
業
の
実
施
で
、

前
年
度
か
ら
約
45
億
円
増
の
63
億
８
０
３
７
万
円

と
な
り
、
主
に
社
会
保
障
等
に
使
わ
れ
る
「
民
生

費
」
よ
り
高
く
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、「
教
育
費
」
が
小
中
学
校
施
設
の
整
備

や
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
に
基
づ
く
児
童
・
生

徒
へ
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
配
布
で
、
前
年
度
か
ら
約
７

億
円
増
の
25
億
３
５
６
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
出
総
額
を
、
令
和
３
年
３
月
31
日
現
在
の
人

口
４
万
２
８
９
９
人
で
割
る
と
、
町
民
一
人
当
た

り
47
万
８
８
０
７
円
が
使
わ
れ
た
計
算
に
な
り
ま

す
。
次
の
ペ
ー
ジ
で
、
令
和
２
年
度
の
主
な
事
業

内
容
を
紹
介
し
ま
す
。

　
令
和
２
年
度
一
般
会
計
の
決
算
額
は
、
歳
入
が

２
１
２
億
４
３
０
９
万
円
、
歳
出
が
２
０
５
億
４

０
３
９
万
円
で
、
歳
入
か
ら
歳
出
を
差
し
引
く
と

７
億
２
７
０
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の

う
ち
２
億
９
０
０
６
万
円
は
令
和
３
年
度
に
繰
り

越
し
て
行
う
事
業
費
に
充
て
る
た
め
、
実
際
に
は

４
億
１
２
６
４
万
円
の
黒
字
で
す
。

　
ま
た
、
前
年
度
末
に
比
べ
、
町
の
貯
金
で
あ
る

基
金
は
２
億
４
１
８
９
万
円
減
少
し
て
47
億
３
７

１
６
万
円
に
、
町
の
借
金
で
あ
る
町
債
は
７
１
５

６
万
円
減
少
し
て
１
６
０
億
６
６
０
５
万
円
に
な

り
ま
し
た
。

歳
入

　
歳
入
は
、
町
税
や
使
用
料
な
ど
町
独
自
で
確
保

す
る
「
自
主
財
源
」
と
、
地
方
交
付
税
や
国
県
支

出
金
な
ど
国
や
県
の
基
準
に
基
づ
き
交
付
さ
れ
る

「
依
存
財
源
」
に
分
け
ら
れ
ま
す
。

　

本
町
は
、
歳
入
全
体
の
45
・
６
％（
前
年
度

62
・
４
％
）に
あ
た
る
約
96
億
９
３
７
１
万
円（
同

１
０
０
億
１
６
９
３
万
円
）を
「
自
主
財
源
」
で

確
保
し
て
お
り
、
他
市
町
村
に
比
べ
、
自
主
財
源

の
占
め
る
割
合
が
高
い
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　
し
か
し
、
前
年
度
に
比
べ
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
関
連
の
国
・
県
支
出
金
が
大
幅
に
増
加
し
た
影

響
で
、依
存
財
源
が
１
１
５
億
４
９
３
８
万
円（
同

60
億
２
６
９
５
万
円
）と
な
り
、
依
存
財
源
が
占

め
る
割
合
が
54
・
４
％（
同
37
・
６
％
）と
大
き
く

な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
の
決
算
の
状
況

一般会計

歳入
一般会計

歳出
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土地取得
特別会計

歳入 7,444万円 介護保険
特別会計

歳入 27億919万円

歳出 7,379万円 歳出 25億8,354万円

工業団地造成
事業特別会計

歳入 3億5,920万円 後期高齢者医療
特別会計

歳入 4億2,178万円

歳出 1億3,713万円 歳出 4億1,028万円

国民健康保険
特別会計

歳入 36億3,232万円

歳出 36億1,148万円

　
令
和
２
年
度
決
算
に
基
づ
く
「
健
全
化

判
断
比
率
」
と
「
資
金
不
足
比
率
」
を
算

定
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
は
、
こ
れ
ら
の
比
率
か
ら
地
方
公

共
団
体
の
財
政
状
況
悪
化
の
様
子
を
と
ら

え
、
早
い
う
ち
か
ら
健
全
化
を
図
る
こ
と

を
目
的
と
し
た
も
の
で
す
。

【
健
全
化
判
断
比
率
】

　
健
全
化
判
断
比
率
に
は
、
❶
～
❹
の
４

つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
、
主

に
地
方
公
共
団
体
の
標
準
的
な
状
態
で
収

入
さ
れ
る
と
見
込
ま
れ
る
財
源
で
あ
る

「
標
準
財
政
規
模（
令
和
２
年
度
は
約
91
億

円
）」
に
対
す
る
比
率
で
す
。

　
い
ず
れ
の
指
標
も
、
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
本
町
の
財
政
は
比
較

的
健
全
な
状
況
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

❶
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等（
下
記
対
象
範
囲
参
照
）の

実
質
赤
字
の
比
率
を
い
い
ま
す
。
当
年
度

は
約
４
億
円
の
実
質
黒
字
と
な
っ
た
た
め
、

実
質
赤
字
比
率
は
あ
り
ま
せ
ん
。

❷
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
に
加
え
、
公
営
事
業
会
計

及
び
公
営
企
業
会
計（
下
記
対
象
範
囲
参

照
）を
連
結
し
た
実
質
赤
字
の
比
率
で
す
。

当
年
度
は
い
ず
れ
の
特
別
会
計
も
実
質
黒

字
で
あ
り
、
連
結
で
約
８
億
円
の
実
質
黒

字
と
な
っ
た
た
め
、
連
結
実
質
赤
字
比
率

は
あ
り
ま
せ
ん
。

❸
実
質
公
債
費
比
率

　
一
般
会
計
等
の
公
債
費
に
、
一
般
会
計

が
実
質
的
に
負
担
し
た
、
他
会
計
の
公
債

費
な
ど
を
加
え
た
比
率
を
い
い
ま
す
。
当

年
度
は
６
・
３
％
と
な
り
ま
し
た
。

❹
将
来
負
担
比
率

　
地
方
債
残
高
や
将
来
支
払
う
可
能
性
の

あ
る
そ
の
他
の
負
担
の
比
率
を
い
い
ま
す
。

当
年
度
は
10
・
５
％
と
な
り
ま
し
た
。

特別会計
一般会計のほか、５つの特別会計の決算は、次のとおりです。

資金不足比率（町） 経営健全化基準

①下水道事業会計 黒字のため
なし 20.00%

②工業団地造成
　事業特別会計

黒字のため
なし 20.00%

※資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は「経営健全
化団体」とされ、経営健全化計画を定めなければなりま
せん。
※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となっ
たものです。

令和２年度 決算審査
　町監査委員からは、決算などの審査の結果、
「審査に付された各指標と算定の基礎となる事
項を記載した書類は、いずれも適正に作成され
ている。各指標を見る限り、数値に多少の増減
はあるものの、過去の数値推移から問題はなく、
町の財政運営はおおむね適正に行われていると
認識している。今後の財政運営も慎重にお願い
したい」との意見がありました。

会計等の名称 健全化判断比率

一般会計等

一般会計 実
質
赤
字
比
率 連

結
実
質
赤
字
比
率 実

質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率

土地取得特別会計

公営事業会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

公営企業会計
下水道事業会計 資

金
不
足

比
率

工業団地造成事業特別会計

一部事務組合
・広域連合

菊池広域連合

菊池環境保全組合

大津菊陽水道企業団

熊本県市町村総合事務組合

熊本県後期高齢者医療広域連合

【健全化判断比率・資金不足比率の対象範囲】 【資金不足比率】
　公営企業の資金不足を料金収入などの規模と
比較したものです。下水道事業会計及び工業団
地造成事業特別会計は実質黒字となったため、
資金不足比率はありません。

総
務
費　
63
億
８
０
３
７
万
円

　
新
型
コ
ロ
ナ
緊
急
経
済
対
策
に
伴
う
特

別
定
額
給
付
金
事
業
に
42
億
６
０
０
０
万

円
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、
各
地
区
の
放

送
施
設
な
ど
の
整
備
、
交
通
安
全
対
策
や

防
犯
灯
の
設
置
、
町
内
巡
回
バ
ス
の
運
行

や
電
算
シ
ス
テ
ム
の
運
用
、
土
地
取
得
特

別
会
計
へ
の
繰
出
金
な
ど
に
58
億
３
０
１

４
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
こ
の
ほ
か
、
財
政
調
整
基
金
に
５
億
５

０
２
３
万
円
積
み
立
て
ま
し
た
。

民
生
費　
61
億
７
万
円

　
社
会
福
祉
協
議
会
・
シ
ル
バ
ー
人
材
セ

ン
タ
ー
へ
の
運
営
費
助
成
、
重
度
心
身
障

害
者
医
療
費
助
成
、
児
童
福
祉
、
児
童
手

当
、
ひ
と
り
親
家
庭
・
寡
婦
対
策
、
保
育

所（
私
立
を
含
む
）の
運
営
な
ど
に
50
億
９

８
０
１
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
へ
２

億
４
８
４
９
万
円
、
介
護
保
険
特
別
会
計

に
３
億
５
１
６
１
万
円
繰
り
出
し
、
後
期

高
齢
者
医
療
の
負
担
金
な
ど
に
４
億
１
９

６
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

教
育
費　
25
億
３
５
６
万
円

　
Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
構
想
に
基
づ
く
、

児
童
・
生
徒
へ
の
タ
ブ
レ
ッ
ト
配
布
に
２

億
７
２
７
７
万
円
支
出
し
ま
し
た
。
ま
た
、

武
蔵
ヶ
丘
中
学
校
給
食
室
の
増
築
・
改
修

工
事
に
１
億
８
３
５
８
万
円
、
菊
陽
中
学

校
体
育
館
の
空
調
整
備
工
事
に
１
億
２
０

６
０
万
円
、
各
小
中
学
校
の
運
営
費
、
幼

児
教
育
な
ど
に
11
億
２
５
８
２
万
円
、
図

書
館
や
生
涯
学
習
施
設
の
運
営
、
青
少
年

育
成
や
文
化
振
興
の
ほ
か
人
権
教
育
・
啓

発
の
推
進
な
ど
に
２
億
３
７
９
８
万
円
、

社
会
体
育
に
４
億
２
８
７
１
万
円
、
総
合

ス
ポ
ー
ツ
施
設
の
整
備
に
４
億
６
８
７
万

円
支
出
し
ま
し
た
。

衛
生
費　
14
億
６
５
６
４
万
円

　
子
ど
も
医
療
費
助
成
、
予
防
接
種
、
健

康
相
談
、
集
団
検
診
、
清
掃
費
な
ど
に
８

億
８
８
０
８
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
ご
み
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊

池
環
境
保
全
組
合
に
５
億
５
，
３
２
３
万

円
、
し
尿
処
理
の
負
担
金
と
し
て
菊
池
広

域
連
合
に
２
４
３
３
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

土
木
費　
10
億
１
２
６
９
万
円

　
道
路
新
設
改
良
事
業
、
町
道
・
公
園
・

町
営
住
宅
の
維
持
管
理
な
ど
に
６
億
１
９

４
３
万
円
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
１
億

３
４
０
８
万
円
支
出
し
、
公
共
下
水
道
事

業
分
と
し
て
２
億
５
９
１
８
万
円
繰
り
出

し
ま
し
た
。

消
防
費　
９
億
５
６
９
７
万
円

　
（
仮
称
）防
災
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
に
３

億
８
０
１
５
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
菊
池
広
域
連
合
へ
の
負
担
金
と

し
て
４
億
４
９
３
８
万
円
支
出
し
、
消
防

団
活
動
、
各
地
区
消
防
施
設
の
整
備
な
ど

に
１
億
２
７
４
４
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

農
林
水
産
業
費
３
億
４
７
８
８
万
円

　
農
業
の
振
興
、
農
道
や
水
路
な
ど
の
整

備
、
町
有
林
の
管
理
な
ど
に
２
億
６
９
１

６
万
円
、
菊
陽
町
総
合
交
流
タ
ー
ミ
ナ
ル

施
設
さ
ん
ふ
れ
あ
関
係
に
５
２
８
３
万
円

を
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
農
業
集
落
排
水
事
業
分
と
し
て

２
５
８
９
万
円
繰
り
出
し
ま
し
た
。

商
工
費　
２
億
５
０
７
６
万
円

　
商
工
・
観
光
振
興
な
ど
に
１
億
３
９
１

３
万
円
支
出
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
企
業
誘
致
費
と
し
て
１
億
１
１

６
３
万
円
を
支
出
し
ま
し
た
。

健全化判断比率（町） 早期健全化基準 財政再生基準

❶実質赤字比率 黒字のため
なし 13.50% 20.00%

❷連結実質赤字比率 黒字のため
なし 18.50% 30.00%

❸実質公債費比率 6.3% 25.0% 35.0%

❹将来負担比率 10.5% 350.0%

※４つの指標のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合は「早
期健全化団体」とされ、財政健全化計画を、３つの指標のうち、
いずれかが財政再生基準以上の場合は「財政再生団体」とされ、
財政再生計画を定めなければなりません。
※「－」の表示は、赤字額がないため「数値なし」となったものです。

令
和
２
年
度
の
主
な
事
業
内
容

町
の
財
政
は
健
全
な
状
態
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比
率

新型コロナウイルス
感染症対策事業費

総額 47億3,884万円

平成28年熊本地震からの
復旧・復興事業費

総額 4億6,010万円

◦災害復興基金事業
　菊陽南小放課後児童クラブ建設事業
� 2,909万円
　被災宅地復旧支援事業� 1,793万円
◦災害復興関連事業
　（仮称）防災センター整備事業
� 3億8,015万円
　光の森防災広場管理費� 1,299万円

主な事業（抜粋）

◦特別定額給付金事業※

� 42億6,000万円
◦地方創生臨時交付金事業
　ＧＩＧＡスクール構想への支援事業
　（タブレット整備）� 2億7,277万円
　飲食店・小売店感染防止対策補助金
� 4,556万円
◦ワクチン接種体制確保事業�883万円
◦子育て世帯への臨時特別給付金事業
� 7,182万円
◦さんふれあへの支援金� 4,000万円
※緊急経済対策の一環として、1人当たり
10万円を給付する事業

主な事業（抜粋）
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下水道を維持管理するための経費とその財源下水道施設を整備・拡充するための経費とその財源資本的収支 収益的収支

整備などの費用
8億5,182万円

施設建設や
整備などの費用
8億5,182万円

借入金償還元金
5億7,630万円

施設建設のための借入金
7億6,590万円

施設建設のための借入金
7億6,590万円

他会計出資金　1億944万円

他会計補助金、
受益者負担金など
6,203万円

交付金　8,695万円

不足額
不足額は損益勘定留保資金
などで補てんしました。
4億380万円

不足額
不足額は損益勘定留保資金
などで補てんしました。
4億380万円

4億7,619万円
維持管理費など
4億7,619万円

支払利息　1億2,678万円

減価償却費
6億8,211万円

純利益 5,602万円

下水道使用料
7億9,481万円
下水道使用料
7億9,481万円

他会計負担金　1億3,741万円

他会計補助金
3,050万円

長期前受金戻入
3億6,553万円
（現金を伴わない収入）

雑収入など
1,285万円

収入
13億4,110万円

収入
13億4,110万円

支出
12億8,508万円

支出
12億8,508万円

収入
10億2,432万円

収入
10億2,432万円

支出
14億2,812万円

支出
14億2,812万円

令
和
２
年
度
下
水
道
事
業
会
計
の
決
算
の
状
況
を
お
知
ら
せ

令
和
２
年
度
下
水
道
事
業
会
計
の
決
算
の
状
況
を
お
知
ら
せ

し
ま
す
。
下
水
道
事
業
会
計
で
は
、
公
共
下
水
道
事
業
と
農

し
ま
す
。
下
水
道
事
業
会
計
で
は
、
公
共
下
水
道
事
業
と
農

業
集
落
排
水
事
業
の
二
つ
の
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

業
集
落
排
水
事
業
の
二
つ
の
事
業
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

決算決算

　
菊
陽
町
の
下
水
道
の
普
及
率
は
、
公
共

下
水
道
、
農
業
集
落
排
水
合
わ
せ
て
令
和

２
年
度
末
で
99
・
７
％
に
な
り
、
県
内
で

も
高
い
普
及
率
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
敷
設
か
ら
40
年
以
上
が
経
過

し
、
経
年
劣
化
し
て
い
る
汚
水
管
も
あ
り

ま
す
。

　
今
後
は
、
下
水
道
施
設
の
適
切
な
維
持

や
効
率
的
な
更
新
に
重
点
を
置
き
、
安
定

的
な
事
業
運
営
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

経
理
の
状
況

　
５
６
０
２
万
円
の
純
利
益
と
な
り
ま
し

た
が
、
使
用
料
だ
け
で
は
全
て
の
経
費
を

賄
え
な
い
た
め
、
一
般
会
計
か
ら
収
益
的

収
入
と
資
本
的
収
入
に
合
わ
せ
て
２
億
８

５
０
７
万
円
を
繰
り
入
れ
ま
し
た
。

工
事
の
概
要

■
公
共
下
水
道
事
業

◦
汚
水
管
の
整
備
で
は
堀
川
第
３
汚
水
枝

線
の
整
備
や
公
共
汚
水
桝
の
設
置
な
ど

計
27
件
の
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

◦
雨
水
対
策
で
は
花
立
地
区
の
雨
水
管
整

備
な
ど
３
件
の
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

◦
長
寿
命
化
対
策
で
は
、
汚
水
管
更
生
工

事
な
ど
11
件
の
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

■
農
業
集
落
排
水
事
業

◦
曲
手
地
区
農
業
集
落
排
水
舗
装
復
旧
工

事
な
ど
３
件
の
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

〇収益的収支
他会計負担金
雨水処理に係る費用に充てる
ために一般会計から繰り入れ
たお金
他会計補助金
事業運営のために一般会計か
ら繰り入れたお金
長期前受金戻入
施設建設のための過年度の収
入を、後年度に均等に収益と
して整理するもの
維持管理費
汚水管、雨水管などの補修、
清掃に必要な経費
支払利息
下水道施設建設借入金の利子

〇資本的収支
他会計出資金
借入金償還元金に充てるため
一般会計から繰り入れたお金
他会計補助金
汚水対策整備事業費に対して
一般会計から繰り入れたお金
受益者負担金
下水道を整備することで利益
を得る受益者からの負担金
交付金
施設建設や整備に対する国か
らの補助金
損益勘定留保資金
収益的支出のうち減価償却費
などは現金支出を伴わないた
め、内部に蓄えられたお金

事業概況（令和２年度末）
項目 公共下水道事業 農業集落排水事業

水洗化人口 41,407人 696人

水洗化世帯数 17,591世帯 271世帯

水洗化率 98.5％ 96.1％

年間有収水量 7,282,653㎥ 78,205㎥

使用料回収率 107.0％ 70.1％

一般家庭使用料
（全国平均）

2,020円
（2,842円）

2,020円
（3,268円）

令和２年度令和２年度
下水道事業下水道事業

雨水管整備の状況汚水管整備の状況

問
下
水
道
課　
業
務
係　
☎（
２
３
２
）２
１
６
４

用 語 説 明

水洗化率
下水道を利用することができる人口のうち、実際に下水道への接続工事を行い利用してい
る人口の割合で、整備された下水道の利用状況を示す
年間有収水量
下水道使用料の徴収対象となった水量
使用料回収率
汚水処理に必要な費用を使用料で回収できている割合
一般家庭使用料
ひと月に20立方㍍使った場合の下水道使用料
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